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の劇的な拡大は中国の工業発展の一部でもある。1981 年から 1996 年までの 15 年の間に中国の粗
鋼生産は 3560 万トンから 1996 年の 1 億 124 万トンまで 3 倍弱の拡大を実現し、1996 年から世界
最大の鉄鋼生産国になった。その後、拡大はいっそう加速して高成長期に入り、2015 年の粗鋼生













ていた経済的根拠を明らかにすることである。分析の時点は 2015 年とする。2015 年は、過剰能
力削減政策が強力に発動されて産業構造の転換が始まる直前の年だからである1。 
 
















た（杉本，2000，p. 267；川端 2005，p. 74）。下層部にある零細鉄鋼メーカーは単純製銑企業と単















                                                        




おり、最も上層の冶金系重点企業のすべては粗鋼年産 200 万トン以上あった。 
3 川端（2005）において粗鋼年産 300 万トン以下の中小型一貫企業であり、杉本（2000）において冶金系統




























































































































図 2 本稿の分析枠組み 
出所：筆者作成。  




































                                                        
6 結果としての企業構造から戦略を推定する手法であるため、戦略が企業構造を変革していくプロセスを捉
えることはできない。後者のためには、本稿とは別の手法が必要である。 
7 鉄鋼メーカーが中鋼協の会員になるためには，普通鋼の場合、年間 100 万トンの鉄鋼生産規模を持ってい
ることが必要である。会員基準は以下のように設定されている。「中国鋼鉄工業協会会員入会指引」2021













が、中国工程院と中国廃鋼鉄応用協会の資料によれば、2015 年に公式統計外 8764 万トンの「地
条鋼」が生産された。これを公式の粗鋼生産量 8 億 383 万トンに加えると、2015 年の粗鋼生産量











億 2350 万トンであり粗鋼生産を 2 億 3000 万トン以上も上回っていたが、これは重複計算を反映
したものであった9。 
この過大評価を修正するための一つの方法は、熱延製品の量だけを計上することである。世界
鉄鋼協会はこの方法で中国の鋼材生産を算定しており（World Steel Association, 2018）、川端・銀
(2020)もこれに倣っている。この方法によれば鋼材生産は 8 億 4949 万トンあり、誘導炉を含めて
の粗鋼生産が 8 億 9147 万トンであることと整合性がある10。 





































                                                        
11 中鋼協（2016b, 2016c）では鉄筋，すなわち鉄筋用棒鋼とそれ以外の棒鋼を別品種としているが，World 



















大ロット生産高級指向品     小ロット生産汎用指向品     
条鋼類 
鉄道用材 Y Y 
条鋼類 
棒材・鉄筋 N N 




特厚板 Y Y 中小型形鋼 N N 
厚鋼板 Y Y 熱延鋼
板類 
熱延薄板 N N/A 
中板 Y Y 熱延狭幅帯鋼 N N 
中厚広幅帯鋼 Y M 冷延薄
板類 
冷延薄板 N N/A 
熱延薄広幅帯鋼 Y M 冷延狭幅帯鋼 N N 
冷延鋼板
類 
冷延薄広幅帯鋼 M Y 表面処
理鋼板 
めっき鋼板 M M 
電磁鋼板 Y Y 塗装鋼板 N N 
  鋼管類 
シームレス鋼管 N N 
溶接鋼管 N N 
注: (1) “Y” →該当する； “N” →該当しない；“M” →中間； “N/A” →不明。 





















級品が 9 種類、混合ロット・混合グレード品が 1 種類、小ロット・中低級品が 10 種類である。 
 
２ 産業別鉄鋼消費 








中国において建設全般は 3.97 億トンの鋼材を消費した15。うち建物建築は 2.32 億トンを消費し






























「西気東輸二線」というプロジェクトは、2008 年から 2012 年までかけて、合計 416 万トンの溶
接鋼管を消費した（中鋼協，2016c，p. 192）。「西気東輸二線」工程は、平均的に 1000 ㎞は 45.7 万
トンの鋼管を消費した18。これに基づくと、2015 年中国の新規建設した石油・ガス輸送ラインは



















 次に、造船業は 2015 年の新造船が 949 隻、2516 万総トンと世界最大であった（日本造船工業
会，2019）。造船業は、合計 1350 万トンの鋼材を消費し、そのうち 1100 万トンは造船用板であっ
た（冶金規劃院，2016，p. 133）。造船用板に使われるのは高強度の 6 ㎜以上の厚中板であった（中
鋼協，2016c，p. 178）。これらは高級品を多く含んでいる。 
                                                        








 自動車産業は、2015 年に 2450 万台を生産し、その生産台数は世界最大であった20。自動車製造
に 5000万トンの鋼材が使用された。自動車製造が消費した鋼材のうち、鋼板類が 56%、2800 万








表 2 中国の鉄鋼消費産業 















5,500 8.3 大量の汎用棒鋼・鉄筋 
鉄道建設(軌条
除外) 
2,500 3.8 基礎施設用の大量の汎用棒鋼・鉄筋 
公路・港建設 2,400 3.6 基礎施設用の大量の汎用棒鋼・鉄筋 
鉱山建設 2,400 3.6 基礎施設用の大量の汎用棒鋼・鉄筋 
エネルギー工
程 
3,200 4.8 一部の高級電磁鋼板と高級鋼管 









造船 1,350 2.0 
高級の厚さが 6mm 以上のもの厚中
板類 
家電製造 1,080 1.6 高級の冷延鋼板類 
自動車製造 5,000 7.5 高級の冷延鋼板類とめっき鋼板 
輸送用コンテ
ナ製造 
550 0.8 高級の熱延帯鋼類 
その他 5,880 8.9 不明 
出所：冶金規劃院 (2016)より筆者作成。 
                                                        














2015 年の中国において、鋼材消費は名目で 10 億 2388 万（中鋼協，2016a），重複を控除すると、
実質は 7 億 4987 万トンであった21。2015 年の鋼材消費に占める条鋼類は 44.0%、板管率は 52.8%
であった22。同年の日本の鉄鋼消費は、条鋼類比率が 39.7%、板管率が 56.0%であった23。中国の
鉄鋼消費は条鋼類に集中していたと言える。 
4 億 5066 万トンの条鋼類消費のうち、大ロット生産かつ高級品である軌条用鋼と大型形鋼の条
鋼類製品における消費割合はそれぞれ 1.0%と 3.0%に過ぎなかった。小ロット生産かつ中低級品
である鉄筋・棒鋼、線材と中小型形鋼の条鋼類における消費割合はそれぞれ 54.3%、30.1%と 11.6%
であった。4 億 5088 万トンの鋼板類消費において、大ロット・高級品種のいずれかにあてはまる
厚中板、中厚広幅帯鋼、熱延薄広幅帯鋼、冷延薄広幅帯鋼、電磁鋼板の合計消費量は 2 億 8367 万
トンであり、割合は 62.9%であった。それ以外の品種である熱延薄板、熱延狭幅帯鋼、冷延薄板、


























大ロット生産高級指向品合計     30,144 29.4% 
条鋼類 
鉄道用材 Y Y 406 0.4% 
大型形鋼 Y Y 1,371 1.3% 
厚中板 
特厚板 Y Y 769 0.8% 
厚板 Y Y 2,567 2.5% 
中板 Y Y 3,396 3.3% 
熱延薄板
類 
中厚広幅帯鋼 Y M 10,957 10.7% 
熱延薄広幅帯鋼 Y M 5,464 5.3% 
冷延薄板
類 
冷延薄広幅帯鋼 M Y 4,325 4.2% 
電磁鋼板 Y Y 889 0.9% 
小ロット生産中低級指向品合計     68,891 67.3% 
条鋼類 
棒材・鉄筋 N N 24,450 23.9% 
線材 N N 13,553 13.2% 
中小型形鋼 N N 5,232 5.1% 
熱延薄板
類 
熱延薄板 N N/A 789 0.8% 
熱延狭幅帯鋼 N N 6,347 6.2% 
冷延薄板
類 
冷延薄板 N N/A 3,744 3.7% 
冷延狭幅帯鋼 N N 1,352 1.3% 
表面処理
鋼板 
めっき鋼板 M M 4,371 4.3% 
塗装鋼板 N N 118 0.1% 
鋼管類 
シームレス鋼管 N N 2,421 2.4% 
溶接鋼管 N N 6,514 6.4% 
注: (1) “Y” →該当する； “N” →該当しない； “N/A” →不明。性質判別は川端・銀（2020）より。














中国では 2015 年に 6 億 9141 万トンの銑鉄，8 億 383 万トン（統計内）ないし 8 億 9147 万トン




な鉄鋼会社である。2015 年の中鋼協会員企業の年間平均粗鋼生産規模は 630 万トン，平均鋼材生
産規模は 605 万トンであった。非会員企業はより小規模な企業がほとんどと考えらえる。また、
統計外には誘導炉企業が存在する。 
中鋼協（2016b）には 103 社の会社別品種別生産量が載っている。これら 103 社の生産合計は中
鋼協会員企業総体の生産量において、銑鉄 98％、粗鋼 96％、鋼材 96％を占めている（中鋼協，
2016b）。これらの 103 社の中鋼協会員企業は中鋼協会員企業の全体像を代表できると考えられ、








一貫企業以外には、20 社のその他会員企業があった。この 20 社には、かなり異質な企業が含
まれていた。内訳は製銑製鋼企業 6 社、単純製銑企業 6 社、単純製鋼企業 1 社、製鋼圧延企業 1
                                                        





















も大まかな推定であるが、粗鋼生産高 300 万トンと 1000 万トンを企業類型の境目とする根拠と









中国にある主な鉄鋼企業類型を表 4 にまとめる。83 社のうちの 19 社は年間粗鋼生産規模が
1000 万トン以上の巨大一貫企業である。2015 年当時，世界においてもこのクラスの鉄鋼企業は
38 社しかなかった（World Steel Association, 2016）。これら 19 社の巨大一貫企業は全国の銑鉄・粗
鋼・鋼材生産のそれぞれ、55.4%、48.6%と 36.8％を占めていた30。次に，33 社は年間生産 300 万
トン以上の大中型一貫企業である。これらの 33 社の大中型一貫企業は全国の銑鉄生産の 26.4％、
粗鋼生産の 22.8%、鋼材生産の 19.2％を占めていた。残りの 32 社は年間生産規模が 300 万トン未 
                                                        
27 2000 立方メートルの高炉を 2 基備え，365 日稼働したとみなし，技術係数（出銑比）と転炉における銑鉄
使用率を先進諸国での経験則的な標準により 2.0, 90%とすると、年間粗鋼生産量は 324 万トンとなる。た
だし、中国では炉の寿命を短くしても技術係数を高く保つ方法が採用されていることと、スクラップ使用
率が小さいことから、2015 年実績値では技術係数が 2.51，銑鉄使用率が 92.6％であった（中鋼協, 2016b, 
p. 115）。これを用いて計算すると 396 万トンとなる。従って、中国鉄鋼業において大型高炉を持つ製鉄所
の最小限の構成を想定した場合の年間粗鋼生産は 300 万トンから 400 万トンまでの程度である。本稿では
国際基準から中国鉄鋼業の発展の到達点を理解するために、300 万トンを分類基準にする。 
28 5000 立方メートルの高炉 2 基を備えた一貫製鉄所の粗鋼生産量を先進諸国の経験則で計算すると、年間
粗鋼生産量は 811 万トンとなる。高炉が 3 基であれば 1217 万トンとなる。 










銑鉄 粗鋼 熱延鋼材 
  
全国 










量 382,839 390,068 312,580 
割合 55.37% 48.53% 36.80% 
大中型一貫 33 
量 182,275 183,523 163,288 
割合 26.36% 22.83% 19.22% 
小型一貫 31 
量 64,593 63,419 58,659 
割合 9.34% 7.89% 6.91% 
その他 20 
量 22,075 13,562 6,534 
割合 3.19% 1.69% 0.77% 
不明な部分 N/A 
量 13,602 27,061 28,980 
割合 1.97% 3.37% 3.41% 
非会員企業 9437 
量 26,027 126,196 279,433 
割合 3.76% 15.70% 32.90% 




鋼協(2016b)より。誘導炉企業の生産量は『日刊産業新聞』2018 年 12 月 5 日付の報道による。3）






企業の合計で31、銑鉄生産の 3.8%、粗鋼生産の 15.7%，鋼材生産において 32.9%のシェアを占め
                                                        
31 中国国家統計局（2016）記載の「黒金属冶金と圧延加工業」の企業数から会員企業の社数を減算すること






















19 社の巨大高炉一貫企業は 3 億 9007 万トン，全国の 48.5％に当たる粗鋼を生産しており、1 社
あたり平均生産高は 2053 万トンであった（表 4）。2015 年当時もっとも生産高が大きかったのは
河北鋼鉄集団の 4775 万トンであり、次いで宝鋼集団の 3611 万トンであった（中鋼協, 2016b, pp. 
16-39)。 









社が 2000 ㎥以上の大型高炉を所有している一方で33、大型高炉を所有してなかったのは 1 社のみ
であった34。2 社は情報不足により確認できなかった。 
ただし、これらの企業は、必ずしも大型高炉一貫システムのみに立脚していたわけではなく、
それ以外の生産システムも保有していた。そもそも 2015 年において、中国の会員企業が持つ 2000
㎥以上の大型高炉の製銑能力合計は 2 億 7503 万トンであり、巨大高炉一貫企業の銑鉄生産高 3
億 8284 万トンを下回っていた。巨大高炉一貫企業は、少なくとも 1 億トン以上の銑鉄を中小型
高炉によって生産していたのである。 
 また、巨大高炉一貫企業は企業集団となっており、様々な生産規模を持つ子会社から構成され
ていた。19 社のうち 12 社で子会社の生産量が確認可能であり、それら子会社の数を合計すると
38 社となる。38 社のうち，巨大高炉一貫企業は 8 社，大中型高炉一貫企業は 18 社，小型高炉一





次に工程の垂直統合度を見よう。表 5 が示しているように、19 社は高炉一貫企業であるから製
銑、製鋼、圧延・加工工程を内部に統合していたが、圧延・加工工程の統合度はさまざまであっ
た。熱延・冷延・表面処理を統合していたのは 12 社であり、熱延・冷延を統合していたのは 3 社、











                                                        
33 そのうち 14 社は、中鋼協(2015)の設備統計の「世界大型高炉」の統計から、2014 年に 2000 ㎥以上の高炉






























2 5 25 
小型一貫企業 31 中小型一貫システム 0 2 29 
非会員企業 9437 圧延・加工システム   
出所：中鋼協（2016b）と中国国家統計局（2016）より、筆者作成。 
注：1）シームレス製管は熱延、溶接製管は冷延とみなす。2）大中型高炉一貫企業のなかに、1 社
の個別の鋼材製品の生産データが載せてないため、工程統合度が判別されたのは 32 社である。 
 
(2) 製品構成 








ルライン製品体制に近いのは 19 品目を生産する首鋼集団、鞍鋼集団と 18 品目を生産する宝鋼集
団であった。 
19 社のうち、鋼板類中心の製品構成36をとっていたのは 13 社であり、うち圧延・加工工程にお




                                                        
35 これは全品種を対象とした計算なので、重複を含む。重複を控除し、熱延鋼材だけを計上すると、条鋼
類、鋼板類と鋼管類の比率はそれぞれ、46.4%、50.8%、2.8%であった。 
36 鋼板類割合が 55%以上であれば、鋼板類中心の製品構成を取っているとみなした。 
22 
 




















































3 0 3 0 
熱延の
み 















































































が 2 社、熱延のみを行う企業が 2 社であった。また、中心製品がなく、条鋼類・鋼板類混在の製














大中型高炉一貫企業 33 社は、1 億 8352 万トン、全国の 22.8％に当たる粗鋼を生産しており、
1 社あたり平均粗鋼生産高は 556 万トンであった（表 4）。33 社中 15 社の生産量は 500 万トン以
上であり、18 社は 500 万トン未満であった。 
33 社のうち、大型高炉一貫システムに立脚していたのは一部にすぎなかった。2015 年に全会








                                                        
37 条鋼類割合が 55%以上であれば、条鋼類中心の製品構成を取っているとみなした。 














型高炉一貫企業は平均的に 4 品目の製品しか生産していなかった。さらに、5 社は 1 品目のみに
生産を集中していた。 
33 社の大中型一貫企業のうち、鋼板類鋼板中心の製品構成をとっていたのが 12 社あり、うち
6 社は鋼板類専業であった。また、同じ 12 社のうち熱延・冷延統合企業が 4 社、熱延のみの企業
が 8 社であり、表面処理工程まで統合した企業は 1 社もなかった。大中型高炉一貫企業では、鋼
板類中心の企業であっても、大多数は、低い垂直統合度で熱延製品に的を絞って生産していたの
である。 
一方、条鋼類中心の製品構成をとる企業は 17 社あり、うち 11 社は条鋼類専業であった。条鋼












                                                        





31 社の小型高炉一貫企業は、6342 万トン、全国の 7.9％に当たる粗鋼を生産し、1 社あたり平
均生産高は 205 万トンであった（表 4）。小型高炉一貫企業は、その規模から言って大型高炉を保
有するとは考えにくい。450m3の高炉を 2-6 基程度、あるいは 1080m3の高炉を 2-3 基程度備えた
中小型高炉一貫生産システムに立脚していたと推定できる。 
工程の統合度を見ると、小型高炉一貫企業 31 社のうち 29 社までが熱延工程だけに立脚してい
た。残り 2 社だけが熱延と冷延を統合していたが、うち 1 社は特殊鋼企業であった。中国の小型
高炉一貫企業は中小型高炉を基礎にして、熱延工程だけに立脚していたと考えられる。 
(2) 製品構成 




生産品目数は、一貫企業の中で最も少なかった。平均的な製品品目数は 2 品目であり、31 社中
13 社は 1 品目のみを生産していた。 
鋼板類中心の製品構成を取っていたのは6社に過ぎず、いずれも専業で熱延のみを行っていた。
条鋼類中心の製品構成をとっていたのは 24 社であり、うち専業が 19 社であった。うち熱延・冷
延統合企業は 2 社のみで、熱延のみを行う企業が 22 社であった。鋼管類中心の製品構成を取る








                                                        































非会員企業の製品構成は、条鋼類 40.6%、鋼板類 33.8％、鋼管類 18.2%であった43。ここには二
つの特徴がある。一つは、鋼板類の割合が巨大および大中型一貫企業よりは小さいものの、会員
                                                        
41 2013 年のデータであるが、非会員企業製造銑鉄の用途別生産量が得られる(中鋼協, 2014)。それによると
製鋼用銑鉄 83.82%、鋳物用銑鉄 16.18%であった。 
42 中鋼協（2016c）に全国と会員企業それぞれの転炉製鋼と電炉製鋼の生産高が載っており、これによって
非会員企業の転炉製鋼と電炉製鋼を推定する。 









品中の 17.3％であった。その他に生産割合が大きいのは，鋼管類 18.3％，線材の 11.8％，中小型



































業は 10 品種で支配的な地位を築いていた。 
 
 









鉄道用材 Y Y 巨大一貫 71.3% 
大型形鋼 Y Y 巨大一貫 57.8% 
厚中板 
特厚板 Y Y 巨大一貫 55.4% 
厚板 Y Y 巨大一貫 59.3% 
中板 Y Y 巨大一貫 49.0% 
熱延薄板類 
中厚広幅帯鋼 Y M 巨大一貫 62.9% 
熱延薄広幅帯鋼 Y M 巨大一貫 57.1% 
冷延薄板類 
冷延薄広幅帯鋼 M Y 巨大一貫 79.9% 
電磁鋼板 Y Y 巨大一貫 77.8% 
条鋼類 
棒材・鉄筋 N N 巨大一貫 34.3% 
線材 N N 非会員 38.2% 
中小型形鋼 N N 非会員 88.0% 
熱延薄板類 
熱延薄板 N N/A 非会員 94.1% 
熱延狭幅帯鋼 N N 非会員 46.3% 
冷延薄板類 
冷延薄板 N N/A 非会員 87.1% 
冷延狭幅帯鋼 N N 非会員 97.9% 
表面処理鋼
板 
めっき鋼板 M M 非会員 60.7% 
塗装鋼板 N N 非会員 71.1% 
鋼管類 
シームレス鋼管 N N 非会員 62.9% 







57.8％、特厚板では 55.4%、厚板では 59.3%、中板では 49.0%、熱延中厚広幅帯鋼では 62,9%、熱





も生産の集中度が高い。家電用鋼板において、冷延家電鋼板生産の上位 3 社は 7 割以上を占めて
おり（首鋼 40.2%、邯鋼 20.3%、鞍鋼 13.8%）、めっき家電鋼板生産の上位 3 社も 7 割以上を占め
ていた（首鋼 34.3%、馬鋼 22.5%、本鋼 22.3%）。自動車用鋼板において、上位 3 社は生産の 6 割
以上を占めていた（宝鋼 37.9%、武鋼 14.7%、鞍鋼 12.1%）。これらの上位 3 社の企業はいずれも
巨大高炉一貫企業であった。 
一方、大ロット生産品や高級品に該当しない分野では、非会員企業のシェアが高かった。具体
的には中小型形鋼 88.0%、線材 38.2%、熱延薄板 94.1%、熱延狭幅帯鋼 46.3%、冷延薄板 87.1%、








































































































板の事例―」『アジア経営研究』第 14 号, 19－36。 
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